
（県土整備部）

左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〔監理課〕

1建 設 業 総 合 支 援 2,369 450 1,919 建設業者の経営基盤強化の取組に対する支援に要する経費

事 業 費 1 建設業経営支援セミナー開催費 450千円

2 建設業経営アドバイザー派遣事業費 1,919千円

2ボ ラ ン テ ィ ア 2,667 2,667 1 愛ロードとちぎ事業費 1,391千円

サポートプログラム 2 愛リバーとちぎ事業費 1,159千円

事 業 費 3 愛パークとちぎ事業費 117千円

（緊 急 雇 用） (20,931) (20,931) 県内建設業就業者の離職防止・定着率向上を図るための、雇用環境改善に向け

建設業定着率向上 た巡回相談や若手・中堅就業者の技術・技能習得に対する支援に要する経費

支 援 事 業 費

〔技術管理課〕

3土 木 行 政 情 報 化 63,342 930 62,412 1 電子入札・納品等推進事業費 37,172千円

推 進 費 2 情報化推進費 26,170千円

(1)県土防災センター運営費 10,481千円

(2)地理情報システム運営費等 15,689千円

〔交通政策課〕

4道 路 調 査 費 71,200 63,000 8,200 1 道路計画基礎調査費 8,573千円

(1)交通量調査費 508千円

(2)渋滞対策調査費 485千円

(3)広域道路整備基本計画調査費 7,580千円

2 道路街路調査費 62,627千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5第三セクター鉄道 25,138 25,138 第三セクター鉄道の輸送対策事業に対する助成

輸 送 対 策 事 業 費 1 野岩鉄道(株) 12,445千円

補 助 金 ・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3

・県負担割合 県内関係市負担分合計額と同額

2 真岡鐵道(株) 11,120千円

・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3

・県負担割合 県内関係市町負担分合計額と同額

3 わたらせ渓谷鐵道(株) 1,573千円

・補 助 率 国 1/3、自治体 1/3、事業者 1/3

・県負担割合 日光市負担分と同額

6野岩鉄道経営安定化 69,042 69,042 経営改善計画に基づき経営の安定化に努める野岩鉄道(株)に対し、福島県や関

補 助 金 係市町と連携し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～27年度

7真岡鐵道経営安定化 24,000 24,000 経営計画に基づき経営の安定化に努める真岡鐵道(株)に対し、関係市町と連携

補 助 金 し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～27年度

8わたらせ渓谷鐵道 1,573 1,573 経営計画に基づき経営の安定化に努めるわたらせ渓谷鐵道(株)に対し、群馬県

経営安定化補助金 や関係市と連携し支援を行うための経費

・支援期間 平成25～29年度

9生 活 交 通 対 策 費 153,143 153,143 路線バスなど生活交通の維持・改善等の促進に要する経費

1 栃木県バス運行対策費補助金 49,187千円

2 栃木県生活バス路線維持費補助金 25,596千円

3 市町村生活交通路線運行費補助金 64,251千円

4 生活交通再構築事業費補助金 13,517千円

5 生活交通対策協議会開催事務費等 592千円



10交通バリアフリー 45,000 45,000 公共交通機関において交通事業者が実施するバリアフリー化事業に対する助成

推 進 事 業 費 1 人にやさしいバス整備事業費補助金 25,000千円

・補 助 率 国 1/4（直接）、県 1/8、市町村 1/8

・補助限度額 １台当たり 2,500千円

・整 備 台 数 10台

2 鉄道駅バリアフリー化整備費補助金 20,000千円

・補 助 率 国 1/3（直接）、県 1/6、市町村 1/6

・整 備 駅 新栃木駅

11塙田駐車場早期償還 75,000 75,000 塙田駐車場に係る未償還金処理のための県道路公社への支援に要する経費

事 業 費

12総合交通政策事業費 10,000 5,500 4,500 広域的な公共交通ネットワークの改善を図るための調査に要する経費

（公 共）

〔道路整備課〕

13塩那道路対策事業費 4,694 4,694 「塩那道路に係る基本方針」に基づく、中間部の植生回復に要する経費

14国道408号バイパス 2,310,000 1,270,500 935,000 104,500 国道 408号バイパス（鬼怒テクノ通り、テクノ北通り）の整備に要する経費

建 設 事 業 費 1 鬼怒テクノ通り 510,000千円

（公 共） 2 テクノ北通り 1,800,000千円

15国道4 0 0号下塩原 500,000 275,000 202,000 23,000 国道 400号下塩原バイパスの整備に要する経費

バイパス建設事業費

（公 共）

〔道路保全課〕

16道路施設アセット 60,000 31,690 28,310 県が管理する道路施設の効率的な維持管理を図るための長寿命化修繕計画策定

マネジメント事業費 に要する経費

（公 共） 1 横断歩道橋長寿命化修繕計画策定費 20,000千円

2 道路アンダー・地下道長寿命化修繕計画策定費 20,000千円

3 ロックシェッド・スノーシェッド長寿命化修繕計画策定費

20,000千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

17道の駅防災拠点化 15,000 8,250 6,000 750 道の駅の防災拠点化に要する経費

事 業 費 ・事業箇所 道の駅「明治の森・黒磯」、「ばとう」、「那須与一の郷」

（公 共） ・事業内容 太陽光発電施設及び蓄電施設の設置

〔河川課〕

18河 川 改 修 調 査 費 16,545 14,000 2,545 1 河川調査費 16,035千円

2 河川整備計画懇談会費 510千円

〔河川課・砂防水資源

課〕

19河 川 ・ 砂 防 施 設 59,000 29,500 29,500 県が管理する河川・砂防施設の効率的な維持管理を図るための長寿命化修繕計

ア セ ッ ト マ ネ ジ 画策定等に要する経費

メ ン ト 事 業 費 1 河川・砂防施設現況調査費 24,000千円

（公 共） 2 河川・砂防施設長寿命化修繕計画策定費 35,000千円

〔砂防水資源課〕

20東大芦川ダム関連 50,000 37,000 13,000 水辺公園の整備に要する経費

事 業 費 ・整備箇所 鹿沼市引田

・規 模 敷地面積 約12,000㎡

・平27事業 用地補償、施設整備

21砂 防 調 査 費 11,818 10,000 1,818 1 砂防施設調査費 2,926千円

2 砂防法等指定地編入調査費 8,892千円

〔砂防水資源課・道路

整備課〕

22南摩ダム関連事業費 2,014,345 288,057 295,000 1,339,805 91,483 1 水特法事業交付金 139,678千円

（一 部 公 共 ・ 2 水源地域対策基金事業費 981千円

一 部 直 轄） 3 関連砂防事業費 20,000千円

4 関連道路整備事業費 1,703,740千円

5 直轄事業負担金 149,946千円



〔都市計画課〕

23都市計画基礎調査費 7,381 7,381 都市計画区域マスタープランの策定に要する経費

24土地区画整理事業 1,182,886 643,500 445,140 94,246 土地区画整理事業の促進に要する経費

助 成 費 1 土地区画整理組合助成費 1,170,000千円

（一 部 公 共） 2 市町村助成費 12,886千円

25物 資 流 動 調 査 費 6,858 2,000 4,858 東京都市圏における物流実態の調査に要する経費

〔建築課〕

26民間住宅耐震改修 97,561 97,561 住宅の耐震化率の向上を図るための取組に対する助成

促 進 事 業 費 1 民間住宅耐震診断等助成事業費 37,500千円

2 民間住宅耐震改修助成事業費 60,000千円

3 普及啓発事業費 61千円

27特定建築物等耐震 34,494 34,494 耐震診断が義務化された特定建築物等の診断経費に対する助成

診 断 助 成 事 業 費 ・補助率 国 1/2、県 1/6、市町村 1/6

28県有建築物耐震化 105,597 7,495 88,000 10,102 栃木県建築物耐震改修促進計画に基づく県有建築物の耐震化等に要する経費

推 進 事 業 費 1 構造躯体耐震改修費 61,016千円

・棟 数 設計２棟、工事３棟

2 特定天井落下防止対策事業費 44,581千円

・事業内容 特定天井（高さ６ｍ超かつ水平投影面積 200㎡超の吊り天

井）の改修等

・箇 所 数 ２施設

〔住宅課〕

29安全で安心な住まい 1,464 721 743 住宅に関する相談体制の充実と住宅性能表示制度等の普及促進を図るための経

づくり推進事業費 費

1 住宅相談会開催費 1,042千円

2 住宅性能表示制度等講習会開催費 422千円
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左 の 財 源 内 訳

事 業 名 予 算 額 説 明

国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

30特定優良賃貸住宅 5,712 2,856 2,856 民間賃貸住宅を活用し家賃の一部を補助することにより、高齢者への賃貸住宅

供 給 促 進 事 業 費 の供給促進を図るための経費

31被 災 住 宅 再 建 等 6,873 6,855 18 被災住宅の再建等のための借入れに対する利子補給に要する経費

支 援 事 業 費 ・事業主体 市町村

32県営住宅整備事業費 661,398 279,850 381,000 548 県営住宅の建て替えや改善等に要する経費

（公 共） ・建設戸数 24戸（平成27～29年度）

・改善戸数 252戸

〔用地課〕

33用 地 調 査 費 24,000 21,000 3,000 公共事業の円滑な推進を図るための用地調査に要する経費

〔総合スポーツゾーン

整備室〕

34総合スポーツゾーン 1,594,822 1,115,000 479,000 822 総合スポーツゾーンの整備に要する経費

整 備 費 1 新スタジアム整備費 119,410千円

・事業内容 基本・実施設計

2 新体育館・屋内水泳場整備費 22,240千円

・事業内容 ＰＦＩ等導入可能性調査、アドバイザリー業務

3 新武道館整備費 43,333千円

・事業内容 基本・実施設計

4 既存施設改修費 60,516千円

・事業内容 陸上競技場改修基本・実施設計、硬式野球場改修基本・実施

設計

5 公園整備費 598,207千円

・事業内容 基本設計、詳細設計、中央エリア整備

6 園路整備費等 751,116千円

・事業内容 予備設計、詳細設計、東西園路整備等



〔共 通〕

35公共事業費（補助） 37,867,117 18,586,224 14,487,000 2,055,726 2,738,167 1 道 路 25,399,630千円

（一 部 再 掲） 2 河川・砂防 5,262,997千円

3 都 市 計 画 6,513,170千円

4 住 宅 691,320千円

36県 単 公 共 事 業 費 9,064,083 3,946,000 40,200 5,077,883 1 道 路 8,167,411千円

2 河川・砂防 896,672千円

37緊急防災・減災対策 2,500,000 2,498,000 1,100 900 1 道 路 1,460,000千円

事 業 費 2 河川・砂防 1,040,000千円

38公共事業関連調査費 200,000 180,000 20,000 1 道 路 140,000千円

2 河川・砂防 60,000千円

39直 轄 事 業 負 担 金 6,822,691 5,930,000 892,691 1 道 路 3,359,000千円

（一 部 再 掲） 2 河 川 1,473,304千円

3 砂 防 1,890,387千円

4 災 害 100,000千円

40災 害 復 旧 事 業 費 2,293,497 1,369,683 882,000 41,814 1 26年災害復旧事業費 53,497千円

2 27年災害復旧事業費 2,000,000千円

3 27年県費単独災害復旧事業費 200,000千円

4 災害調査費 40,000千円
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